
 

 

 

 

 

 
人口減少社会において選ばれる新潟市の未来図に向けた提言 

 
【資料編】 
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（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

（注）2015年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2020年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」の

　　　データ（平成25年3月公表）に基づく推計値

（資料）国勢調査（1980 年～2010 年：総務省），国立社会保障・人口問題研究所（以下，「社人研」）推計（2015 年～2060 年）

（注）2040 年～2060 年の推計値は参考として点線でしめしている。

（出所）新潟市「新潟市人口ビジョン」

2010年

811,901

2005年

ピーク人口 813,847

2005年

【参考資料】 

 

 
（１）新潟市の人口構造の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（２）新潟市の総人口の推移、推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表１． 新潟市の人口 
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新潟市

（資料）総務省「国勢調査」、厚⽣労働省「都道府県別⽣命表」に基づきまち・ひと・しごと創⽣本部作成

ＲＥＳＡＳデータ

（３）新潟市人口の自然増減・社会増減の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」再編加工 

          ＲＥＳＡＳデータ 

 

（４）新潟市 年齢階級別純移動数の時系列分析 
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政令指定都市の事業所の開業・廃業率

開業率（％） 廃業率（％）

（資料）総務省・経済産業省「平成28年経済センサス 活動調査」、総務省「平成26年経済センサス（基礎調査）」

（注）開業・廃業率：開業（開業）率＝年平均新設事業所数（年平均廃業事業所数）/期首事業所数）

事業内容等不詳の事業所を含む （2014年7月1日～2016年6月1日）

人口（人） 増加率（％）

806,352 793,450 ▲ 12,902 ▲ 1.6

北   区 77,283 74,551 ▲ 2,732 ▲ 3.7
北区役所管内 49,629 47,750 ▲ 1,879 ▲ 3.9
北出張所管内 27,654 26,801 ▲ 853 ▲ 3.2

東   区 139,379 137,341 ▲ 2,038 ▲ 1.5
東区役所管内 98,595 97,168 ▲ 1,427 ▲ 1.5
石山出張所管内 40,784 40,173 ▲ 611 ▲ 1.5

中央区 176,481 176,114 ▲ 367 ▲ 0.2
中央区役所管内 58,947 56,418 ▲ 2,529 ▲ 4.5

入船町 283 256 ▲ 27 ▲ 9.5
西堀通 1,862 1,749 ▲ 113 ▲ 6.1
西堀前通 471 509 38 8.1
東中通 306 278 ▲ 28 ▲ 9.2
東掘通 915 847 ▲ 68 ▲ 7.4
東掘前通 722 730 8 1.1
古町通 1,659 1,531 ▲ 128 ▲ 7.7
本町通 2,222 2,155 ▲ 67 ▲ 3.0
横○○番町・番町通 426 410 ▲ 16 ▲ 3.8
その他 50,081 47,953 ▲ 2,128 ▲ 4.2

東出張所管内 27,164 26,906 ▲ 258 ▲ 1.0
南出張所管内 90,370 92,790 2,420 2.6

江南区 69,582 68,838 ▲ 744 ▲ 1.1
江南区役所管内 57,444 56,661 ▲ 783 ▲ 1.4
横越出張所管内 12,138 12,177 39 0.3

秋葉区 78,394 77,227 ▲ 1,167 ▲ 1.5
秋葉区役所管内 68,508 67,675 ▲ 833 ▲ 1.2
小須戸出張所管内 9,886 9,552 ▲ 334 ▲ 3.5

南   区 46,681 45,012 ▲ 1,669 ▲ 3.7
南区役所管内 38,559 37,270 ▲ 1,289 ▲ 3.5
味方出張所管内 4,361 4,227 ▲ 134 ▲ 3.2
月潟出張所管内 3,761 3,515 ▲ 246 ▲ 7.0

西   区 157,876 157,043 ▲ 833 ▲ 0.5
西区役所管内 95,653 94,834 ▲ 819 ▲ 0.9
西出張所管内 34,879 35,441 562 1.6
黒埼出張所管内 27,344 26,768 ▲ 576 ▲ 2.2

西蒲区 60,676 57,324 ▲ 3,352 ▲ 5.8
西蒲区役所管内 27,858 26,563 ▲ 1,295 ▲ 4.9
岩室出張所管内 9,145 8,531 ▲ 614 ▲ 7.2
西川出張所管内 11,798 11,083 ▲ 715 ▲ 6.5
潟東出張所管内 5,814 5,399 ▲ 415 ▲ 7.7
中之口出張所管内 6,061 5,748 ▲ 313 ▲ 5.4

（資料）新潟市「全市・区役所・出張所別　住民基本台帳人口」

新潟市

増減（②－①）区　　　分

人口

2013.9月末
①

2018.9月末
②

（５）新潟市の地区人口の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表２．政令指定都市の民営事業所の開業率・廃業率 
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都道府県別出国率（平成29年）

（資料）一般社団法人日本旅行業協会「都道府県別海外旅行者数と出国率（2017年）」

（注）出国者数は法務省【平成29年】公表資料（ 確定値）（2018.3）、人口は総務省統計局「人口推計」（H29〔2017〕年

（％）

（資料）外務省「一般旅券発行地別有効旅券数（平成29年12月末現在）」

（注）人口は総務省統計局（平成29年10月1日現在）の日本人人口
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図表３．パスポート保有率と出国率 
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県内就職者数・県内就職構成比の推移

(資料）新潟労働局職業安定課「平成30年3月新規学校卒業者の職業紹介状況」

(注）平成30年6月末日現在

新潟市まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ進捗状況

指標名
戦略策定時点
（2015（H27）年
10月）

2015(H27）
年度末実績

2016（H28）
年度末実績

2017（H29）年
度末目安ライン
※

2017（H29）
年度末実績

2018（H30）年
度末目安ライン
※

2019（H31）
年度末目標

地元大学卒業者の県内就職割合 57.7％ 58.7％ 58.0％ 63.3％ 55.1％ 65.5％ 67.7％

（2014年度）
（資料）新潟市「新潟市まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ（重要業績評価指標）進捗状況一覧表」
※「目安ライン」は、年度ごとの進捗状況を判断する際の参考値として設定するものである。

 
（１）進学・就職を機とした社会動態 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）県内就職者数・県内就職構成比の推移（県内の大学・短大・高専・専修等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）新潟市の地元大学卒業者の県内就職状況 

 
 
 
 
 

図表４．進学・就職を機とした社会動態 
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県内大学別留学生数　（平成25～29年） （単位　人）

総　　　数 #新潟大学 #長岡技術科学大学 #上越教育大学 #国際大学 #新潟産業大学

私 費
留学生

私 費
留学生

私 費
留学生

私費
留学
生

私 費
留学生

私 費
留学生

 1 351  1 191   451   423   296   236   26   25   291   237   96   96
　  1 315  1 156   450   423   281   216   26   18   288   243   72   72

 1 367  1 212   447   418   299   221   25   21   281   255   82   82
 1 506  1 342   457   419   309   231   33   30   319   298   126   126

 1 621  1 468   460   419   301   228   39   37   335   323   163   163
（資料）新潟県国際課「国際交流概要」

2017年

年 次 ， 国 1)
留学生数 留学生数 留学生数 留学生数

2013年
2014年
2015年
2016年

留学生数 留学生数

（人）

所在地 2011年 12年 13年 14年 15年 16年

東 京 4,088 5,254 5,359 6,140 7,626 9,265

大 阪 832 970 1,084 1,354 1,614 1,989

神 奈 川 488 596 759 854 808 1,088

愛 知 450 667 622 665 746 949

埼 玉 282 454 447 471 530 742

福 岡 293 404 402 475 525 703

そ の 他 2,114 2,603 2,952 2,978 3,786 4,676

不 明 39 21 22 21 22 23

全 国 8,586 10,969 11,647 12,958 15,657 19,435

新潟県 42 62 61 61 51 62

割合（％） 0.5 0.6 0.5 0.5 0.3 0.3
（資料）法務省「平成28年における留学生の日本企業等への就職状況について」

新潟市の魅力度

点 順位 点 順位

魅 力 度 10.0 213位 12.4 147位

認 知 度 39.3 87位 41.0 67位

情 報 接 触 度 26.7 118位 29.4 84位

観 光 意 欲 度 21.6 195位 24.1 152位

居 住 意 欲 度 4.6 212位 5.0 136位

産品購入意欲度 27.8 120位 29.6 74位

食 品 想 起 率 14.0 58位 13.7 66位

食品以外想起率 1.5 133位 2.4 66位

（資料）ブランド総合研究所「第12回　

　　　　地域ブランド調査2017ハンドブック」

2017年 2016年
項目

 
（１）県内大学別留学生数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）留学生の就職先企業等所在地別の許可人数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表５．留学生の就職先企業 

図表６．新潟市の魅力度 
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■新潟市民の平均寿命は全国よりも長い。しかし、不健康な期間が長い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）健康寿命の算出は、「健康寿命の算定方法の指針」（平成 24年度厚生労働省科学研究費補助金による健康寿命に

おける将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究班）に基づき新潟市が算出 

 

（１）新潟市内の交通機関分担率と他都市との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）新潟市年交通政策課「新潟市内都市交通特性調査の結果」 

図表７．新潟市民の健康寿命（資料：新潟市「健康寿命延伸計画［アクションプラン］」 

図表８．新潟市内の交通機関分担率と他都市との比較／1人当たり運輸部門 CO2排出量 
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滞在人口の月別推移 2017年4時

2017年14時

（２）政令指定都市における一人当たり運輸部門 CO2排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）新潟市「現行「にいがた交通戦略プラン」の事後評価：現状と課題」 

（注）H26年度運輸部門CO2排出量推計データ 

 

 

 

 

 

 

  

図表９．滞在人口の月別推移 
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＜本件担当＞ 

新潟商工会議所 事業部 総合政策課 

住所：〒950-8711 新潟市中央区万代島5-1万代島ビル７F 

TEL：025-290-4411  FAX：025-290-4421 

E-mail:seisaku@niigata-cci.or.jp 
 


